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研究成果の概要（和文）： 

本研究の成果として主に次の 3点が解明された。グローバル金融危機は、第 1に、アメリカ
を軸とする「グローバル成長連関」そのものの危機であり、グローバル経済の大きな転機とな
っている。第 2に、新興経済への「パワーシフト」をより強める一方、（1）中国、インド、ブ
ラジル等の新興「地域大国」の内需連関形成へのシフトと、(2)ASEAN、中南米等の周辺中小諸
国の地域経済統合強化という、新興経済の成長戦略の分岐を生じている。第 3に、内需連関へ
のシフトが簡単には進まないため、米日欧先進諸国および新興「地域大国」は、FTA、EPA や TPP
等の個別・包括的統合フレームワークを通じた地域経済統合へのアクセスを強化している。 

 
研究成果の概要（英文）： 

This research has clarified the following three major aspects of the crisis-induced 
transformation of the global economy. First, the current global financial crisis is the 
crisis of the US centered "global Economic Growth Nexus" itself which cause the major 
transformation of economic globalization. Second, whereas the crisis has even accelerated 
a continuing trend of a "Power Shift" toward the emerging economies in the global economy, 
the impact of the crisis has caused a diversification of the economic growth strategies 
among the emerging economies: the "regional powers" such as China, India and Brazil toward 
more domestic oriented growth; "peripheral" countries in Southeast Asia and Latin America 
toward more regional economic integration. Third, the U.S., EU and Japan as well as the 
emerging "regional powers," facing major difficulties to shift to their domestic economic 
growth nexus in behalf of the malfunctioned "Global Economic Growth Nexus," are trying 
to strengthen their efforts to access to those regional economic integrations. 
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ル化」は、各国・各地域の政治、経済、社会、

さらに文化面まで、非常に広範な分野に及ぶ

特徴的な現象として、その実態や影響、賛否

をめぐり世界的に大論争を巻き起こし、多方

面からの多様な研究蓄積を生んできた。既存

研究の成果を総合すると、次の２点が最も重

要な特徴である。 

第 1に、「グローバル化」は、アメリカを
中心とした戦後パックス・アメリカーナの衰
退と転換に対応したアメリカの動向を最大の
震源として、 (1)企業活動・金融・情報のグ
ローバル化と「大競争」、および(2)新自由
主義的政府機能の転換を２つの主要経路とし
て作用し、IMF、WTO など各種国際機関や地域
経済統合・国際協定の複雑な動向と連動しな
がら、世界的に産業集積・国際分業の変化と
国際資金循環の変容と相互促進的に展開した。
第 2に、その結果、90 年代以降、アメリカの
グローバルな規模の新たな経済発展構造の出
現を軸としながら、「グローバル・シティ」
的発展とアメリカを軸とする新たな信金循環
構造が結合した「グローバル成長連関」が出
現し、金融・企業のグローバル展開と交錯し
ながら、新興経済地域(中国・その他 BRICS
諸国、アジア)の工業化・経済発展フレーム
ワークとして、世界的な経済成長を加速した。 

そうした構造の持続可能性への疑問（主に
アメリカの大幅な経常収支赤字と「ドル」問
題）、世界的「格差」拡大と社会崩壊の元凶
との批判が提出され、また、金融グローバル
化に伴う世界的金融不安性の問題についても、
金融市場の「カジノ化」や「ファイナンシャ
ライゼーション（金融化）」問題をめぐって
論争が繰り広げられた。 

しかし第２に、今回の金融危機は、そうし
た「グローバル成長連関のより根本的な問題
を顕在化させ、「大恐慌以来最悪」とされる
深刻な事態に発展した。緊急金融対策や世界
的な不況対策による国家管理や各種規制の導
入を通じて新自由主義政策を大きく変質させ、
企業・金融および政策・実体経済関係の両面
から、アメリカ-新興経済を軸とした経済グ
ローバル化を大きく変容させる可能性が高い。 

本研究は、今回の金融危機が政策および、
企業・金融・情報化動向に与える影響を、実
態調査を通じて具体的に解明することにより、
グローバル経済の中長期的な方向を明確にす
るものであり、新興経済地域が危機後もなお
独自に成長可能とする「デカップリング」論
にも、明確な回答を与えるものとなる。 
 

２．研究の目的 

本研究は、サブプライム問題に端を発するア
メリカ発の深刻なグローバル金融危機が、その
最大の震源であるアメリカ、および新興経済地
域（とくに中国、東南アジア、インド、メキシ
コ、ブラジルを対象）に与える影響の実態を、

その相互関連を含めて政策と実体経済の両面
から解明し、グローバル経済の構造変化の基本
を解明することを目的とする。それを通じて、
日本の経済発展戦略と政策対応についての展
望と指針を得ることを目指す。 

 

３．研究の方法 

海外学術研究として、現地における企業・
金融・都市状況・政策の実態の現地調査を中
心に、関連文献・資料研究とを組み合わせた 
制度構造・実態分析の手法を用いる。 
 
４．研究成果 
本研究を通じて解明できた研究成果の主な

点は、以下の３点である。 
(1) グローバル金融危機は、「グローバル成
長連関」の拡張の「エンジン」である金融シ
ステムの制度欠陥(とりわけ「証券化メカニ
ズム」) を直接の原因とする。そのためグロ
ーバル金融危機・経済危機は、アメリカ－新
興経済関係を軸とする「グローバル成長連関」
そのものの危機である。 
(2)「グローバル成長連関」の機能不全と、
各国政府機能による大規模な財政発動・非伝
統的金融緩和阻止・危機対策、さらには金融
等各種政府規制を通じて、この間の「市場主
義」・「新自由主義的政策」を含め、中長期的
に経済グローバル化の大きな転機となった。 
(3)グローバル金融危機のインパクト中、世
界経済編成の新興諸国への「パワーシフト」
趨勢は続いているが、中国、インド、ブラジ
ル等の「地域大国」が内需型経済成長への指
向を強める一方、単独では内需連関の発展に
限界のある ASEAN など東南アジアや中南米の
中小周辺諸国は、地域経済統合強化の指向を
強めている。米・日・欧の先進諸国および「地
域大国」も、内需連関シフトが容易に進展し
ないため、個別 FTA・EPA や TPP 等の包括的
統合フレームワークを通じ、地域経済統合へ
のアクセスを強化する趨勢がある。   
こうした世界的構造変化の実態的解明を踏

まえて、日本の企業・金融・社会経済全体を
含む新成長戦略の成否を具体的に判定するこ
とが、今後の研究課題である。 
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